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　このことについて、別紙のとおり議会の議決を得たいので提出する。

過重な基地負担の軽減と日米地位協定の抜本的改定を求める意見書

　令和３年（2021年）12月22日提出

意見書案第18号　

（提案理由）

全国知事会は平成30年７月に、日米地位協定の抜本的改定を含む「米軍基地負

担に関する提言」を行った。また、全国市議会議長会は令和３年５月の第９７回

定期総会で「日米地位協定の抜本的な改定及び在沖米軍基地の負担軽減につい

て」を決議している。

来年、沖縄県は日本復帰から50年の節目を迎えるが、米軍基地から派生する被

害と過重な負担は未だ改善されていない。

市民及び県民の生命、財産及び人権を守る立場から、「過重な基地負担の軽

減」と「日米地位協定の抜本的改定」を強く要請するため、この意見書を提出す

る。



過重な基地負担の軽減と日米地位協定の抜本的改定を求める意見書 

 

 在沖米海兵隊キャンプ・ハンセン内で県内最大規模の新型コロナウイルス感染症の

クラスター（感染者集団）が発生し、新たな変異株「オミクロン株」の感染も相次い

で確認されたとの報道を受け、県民の不安が高まっていることから、徹底した感染対

策が求められている。 

 全国知事会は、平成 30 年 7 月に「日米安全保障体制は、国民の生命・財産や領土・

領海等を守るため重要であるが、米軍基地の存在が、航空機騒音、米軍人等による事

件・事故、環境問題等により、基地周辺住民の安全安心を脅かし、基地所在自治体に

過大な負担を強いている側面がある」「日米地位協定は、締結以来一度も改定されてお

らず、補足協定等により運用改善が図られているものの、国内法の適用や自治体の基

地立入権がないなど、我が国にとって、依然として十分とは言えない現況である」等

の課題を確認しつつ、米軍基地負担に関する提言を行った。 

とりわけ沖縄県においては、これまで米軍人等による事件・事故や米軍機の騒音、

事故等に苦しめられ、日本復帰から約 50 年を経た今もなお米軍専用施設面積の約７

割が集中するなど、全国に比べて多大な米軍基地を抱えており、国の安全保障につい

ては、全国でこれを分かち合うことが求められている。 

 よって本市議会は、市民県民の生命・財産・人権を守る立場から、過重な基地負担

の軽減と日米地位協定の改定及び運用改善を求め、下記の事項について強く要請する。 

 

記 

 

1． 日米地位協定を抜本的に改定し、安全保障体制を確立したうえで、航空法や環境

法令などの国内法を原則として米軍にも適用し、事件・事故時の自治体職員の迅速

かつ円滑な立入の保障などを明記すること。 

2． 米軍施設ごとに必要性や使用状況等を総点検した上で、基地の整理縮小、統合及

び返還を積極的に促進すること。 

3． 米軍人等による事件・事故に対し、原因究明及び捜査を徹底的に行い、具体的か

つ実効的な防止策を示し、継続的に取組みを進めること。 

 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

 令和３年（2021 年）12 月 22 日 

                             那覇市議会 

 

 

あて先 衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、法務大臣、外務大臣、 

    防衛大臣、沖縄及び北方対策大臣 

 


